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Ⅰ	 はじめに
ホテル産業では，マリオット社，インターコン
チネンタル社，ヒルトン社，ハイアット社，ア
コー社などが展開するホテルチェーンが広く知ら
れており，また，最近では，デザインホテルや高
級アパレルブランドによるホテル展開が注目され
ている．これらのホテルは，固有のホテル名を用
いて事業を展開しており，ブランドと企業価値は
切り離せない関係にある．
一方，独立系ホテル運営受託会社（independent 
hotel management company）も，ホテルオペレー
ターとして重要な働きを担っていることはあまり
知られていない．第3者運営受託会社（third-party 
hotel management company），あるいは，セカ
ンド・ティア・オペレーター（second-tier hotel 
operator）と呼ばれることもある．固有のホテル
名を用いることなく運営を受託するため，ノンブ
ランド・オペレーターともいう．
米国では，1980 年代以降，独立系ホテル運営
受託会社が急速に広がり，マリオット社やイン
ターコンチネンタル社などのいわゆるブランド・
オペレーター1）の拡大を支えた．ブランド・オペ
レーターは，規模が小さいホテルや，立地，財務
に問題を抱えるホテルに対しては，フランチャイ
ズ契約を締結しても，運営は受託しないことが多
い．独立系ホテル運営受託会社は，不利な条件下
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にあるホテルの運営を引き受けてきたのである．
ヨーロッパでも，ホテルチェーンによるフラ
ンチャイズ展開が普及するのに伴い，英国を中
心に独立系ホテル運営受託会社が各地で事業を
始めるようになっている．代表的な企業には，
Grand City や Bespoke，Redefine BDL などがあ
る（McKenney, 2014）．
日本においても，独立系ホテル運営受託会社が
発展しつつある．1997年創業のザ・ウィンザー・
ホテルズインターナショナルに始まり，ゴールド
マン・サックス・グループが日本国内に保有する
ホテルの運営支援を目的に設立されたアビリタ
ス・ホスピタリティ（2003 年設立当時はアーコ
ン・ホスピタリティ株式会社）も，米国の独立
系ホテル運営受託会社と同様の役割を果たして
いる．
現在の独立系ホテル運営受託会社は，運営受託
だけでなく，ホテル開発やアセットマネジメン
ト，さらには全般的なコンサルティングまで事業
範囲を広げ，ブランド・オペレーターに代わって
全面的にホテルオーナーをサポートしている．こ
れには，ホテル産業で所有と運営の分離が進み，
ホテルオーナーがホテル全般について高い専門性
をもつ外部組織を頼りにしたことが背景にある．
本稿では，これまでホテル産業において重要な
役割を果たしてきた独立系ホテル運営受託会社に
注目し，その特徴と役割を明らかにする．独立系
ホテル運営受託会社については，ホテル産業界
において関心を寄せられることは頻繁にあった
が，研究対象として取り上げられることはほと
んどなかった．普及からすでに 30 年を経た米国
においてさえ，その実像はよく知られていない 
（Cabanas, 2014）．
独立系ホテル運営受託会社は，ブランド・オペ
レーターとともに発展してきたといえるが，とく
にブランド・オペレーターが運営受託しなかった
ホテルの受け皿として機能してきたことに注目す
べきである ．そして，一部の独立系ホテル運営受
託会社は，ホテルオーナーの要望に応える中で，
ブランド・オペレーターに匹敵するサービスと機
能を提供できる企業へと成長を遂げた ．
現在，独立系ホテル運営受託会社が運営受託す
るホテルの数は看過できない規模である．その現
実をふまえ，本稿の後半では，従来のホテル運営
形態モデルの見直しを提起した．
Ⅱ	 独立系ホテル運営受託会社の特徴
1960 年，ミルトン・ファイン（Milton Fine）
とエドワード・パーロウ（Edward Perlow）が
カプリ・モーテル（Capri Motel） を購入し，米
国でインターステート社（Interstate Hotels and 
Resorts）を創業した．同社が，1970 年代初めに
マリオット社のフランチャイジーとして運営を受
託するようになったのが，おそらく，独立系ホテ
ル運営受託会社による運営受託の最初であった．
1980 年代になると，全米各地に同様の企業が設
立され，1983 年には 62 社が存在していたことが
確認されている（Bell, 1993）．2014 年には，少
なくとも 134 社が活動している（Hotel Business 
Magazine, 2015）．
普及の背景には，フランチャイズ展開の広がり
がある．1980 年代当時，ヒルトンやシェラトン，
ラディソンなどは，いずれも展開ホテルの75パー
セント以上をフランチャイズ展開していた．しか
しながら，ホテルオーナーに運営を任せていて
は，サービスやイメージを統制できず，一定水準
を保てないことが次第に明らかになった．そこ
で，一部のホテルでは，ホテルオーナーに代わっ
て独立系ホテル運営受託会社が運営を行うように
なったのである（Bell, 1993）．
独立系ホテル運営受託会社には，ブランド・オ
ペレーターによる「お墨付き」が必要である．つ
まり，ブランド・オペレーターから承認されない
限り，独立系ホテル運営受託会社はフランチャイ
ズホテルの運営を受託することはできないのであ
る．例えば，独立系ホテル運営受託会社がマリ
オット社のフランチャイズホテルをホテルオー
ナーから運営受託する場合，マリオット社から運
営を承認されていなければならない．独立系ホテ
ル運営受託会社の位置づけを図 1に示した．
ホテルオーナーは，ブランド・オペレーターと
フランチャイズ契約およびライセンス契約を締結
し，一方では，独立系ホテル運営受託会社とマネ
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ジメント契約を交わす．このとき，独立系ホテル
運営受託会社はブランド・オペレーターから運営
の認可を受けている必要があり，両者はパート
ナー関係の必要がある．この関係を整理すると，
独立系ホテル運営受託会社は，ホテルオーナーに
とっては運営企業（オペレーター）であり，ブラ
ンド・オペレーターにとっては間接的フランチャ
イジーということになる．
以上のように，ブランド・オペレーターと独立
系ホテル運営受託会社は，相互依存関係を続けて
きた．マリオット・ジュニアは，マリオット社の
繁栄にとって独立系ホテル運営受託会社の 1 つ
であるホワイト・ロッジング社（White Lodging 
Services Corporation）との緊密なパートナー関
係が不可欠であったことを回想している （Marri-
ott & Brown, 2012）．ホテルのサービス低下を防
ぐために有効であったというだけでなく，ホテル
開発やアセットマネジメントなどのあらゆる局面
において，パートナー関係にあった独立系ホテル
運営受託会社を頼りにしていたというのである．
独立系ホテル運営受託会社にとっても，ブラン
ド・オペレーターが著しいスピードでフランチャ
イズ展開を進めたからこそ，活躍の場が広がった
といえる．
表 1では，米国を拠点に活動する独立系ホテル
運営受託会社について，売上の多い 10 社をまと
めた．表に記載されている企業は比較的規模が大
きく，運営受託が 100 件を超える企業もある．し
かしながら，独立系ホテル運営受託会社の大半
は，10 ホテルから 30 ホテルの運営を受託してい
るにすぎない．また，これらの企業はローカル
マーケットに精通しており，地域を限定して活動
図 1　独立系ホテル運営受託会社の位置づけ
（筆者作成）
表 1　米国で活動する独立系ホテル運営受託会社　2014 年　（売上高上位 10社）
企業名 所在地
ホテル
総数
運営受託数 客室数
売上高
単位：100 万
Interstate Hotels & Resorts Arlington, VA 435 430 79,125 $3,480
White Lodging Services Corporation Merrillville, IN 162 142 25,890 $1,200
Destination Hotels and Resorts Englewood, CO 44 43 11,955 $1,066
Pyramid Hotel Group Boston, MA 53 n/a 17,378 $1,020
Aimbridge Hospitality Plano, TX 276 276 36,242 $950
Crescent Hotels & Resorts Fairfax, VA 96 n/a 22,148 $946
Remington Dallas, TX 80 82 15,991 $776
HHM/Hersha Hospitality Management Philadelphia, PA 128 118 16,000 $770
Davidson Hotels & Resorts Atlanta, GA 48 48 13,720 $750
TPG Hospitality Management Cranston, RI 63 63 18,199 $740
資料：Hotel Business Magazine （2015） より作成
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していることも特徴的である．
地域密着の中小企業として，おもに小・中規模
のリミテッドサービスおよびセレクトサービスの
ホテルを運営受託しているのが，典型的な独立系
ホテル運営受託会社の姿であった （Detlefsen & 
Glodz, 2013）．ところが，近年は，一部の企業で
大型化とグローバル化が進行し，運営受託の内容
にも変化が生じている．例えば，インターステー
ト社は，ヨーロッパ，ロシア，中国にあるホテル
の運営も受託しており，米国外も含めるとホテル
を 400 軒以上運営している．600 室以上を擁する
コンベンション・ホテルを運営受託することもあ
れば，フルサービス・ホテルやラグジュアリー・
ホテルの運営を受託する機会も増えている．
上記のような変化を促したのは，1990 年代以
降に進行したマネジメント契約の内容変化であ
る．マネジメント契約がホテルオーナーとホテル
オペレーター双方にとって公平な内容へと変更さ
れると，ホテルオペレーターは様々な方法で出資
を求められ，具体的数値目標を提示しなくてはな
らない （DeRoos, 2010）．独立系ホテル運営受託
会社は運営を受託するため，それまで以上に安定
した財務力と運営実績をホテルオーナーに証明し
なくてはならなくなったのである（Sangree and 
Hathaway,1996）．競争的環境に置かれたことで，
独立系ホテル運営受託会社の中にはブランド・オ
ペレーターとほぼ同等の機能を備えた企業が出現
したと考えられる．
独立系ホテル運営受託会社は，その名前の通
り，運営受託を主たる業務にしているが，ホテル
を所有，あるいは，ジョイントベンチャーとして
出資することも少なくない．自ら所有することで
ホテルオーナーの立場とニーズを理解でき，ま
た，資産を保有していれば，いざというときホ
テルオーナーを財務的にサポートすることもで
きる．
現在は，運営受託に加えて，ホテル開発の計画
から建物の完成，また，その後のアセットマネジ
メントに至るまで請け負うことが一般的である．
ブランド・オペレーターに比べ劣るとされてきた
システムも，独立系ホテル運営受託会社は整備を
進めてきた．現在では，インターステート社のよ
うにブランド・オペレーターに匹敵する各種シス
テムを提供する企業もある．
Ⅲ　ブランド対ノンブランド
独立系ホテル運営受託会社は，ブランド・オペ
レーターが受託しなかったホテルの運営を引き受
けるほか，ブランド・オペレーターが相手であれ
ば相当不利な契約を結ばなければならないホテル
オーナーから運営受託することも多い．このよう
なことから，独立系ホテル運営受託会社は，ブラ
ンド・オペレーターが広く採用しているマネジメ
ント契約の受け皿として機能しており，また，運
営に課題を抱えるホテルオーナーにとっては救済
者といえるかもしれない．運営が困難なホテルほ
ど，独立系ホテル運営受託会社に委託されること
が多いと考えられるのであり，そのことは，彼ら
にブランド・オペレーター以上に豊富な運営経験
と能力が求められることを示唆している．
独立系ホテル運営受託会社は，小規模ならでは
の機敏さと細やかな対応を強みとする．それらの
利点にもかかわらず，実際には，ブランド・オペ
レーターの方が圧倒的な人気がある．表 2 では，
ホテルオーナーから見たブランド・オペレーター
と独立系ホテル運営受託会社のメリットとデメ
リットを比較した（Rushmore, 1990）．
ホテルオーナーがブランド・オペレーターに運
営を委託する場合，運営とフランチャイズの契約
を同一の企業と締結するため，手間が省け，ま
た，運営受託手数料として一括で支払うため，ホ
テルオーナーにとって割安に感じられることが多
い．ブランド・オペレーターとはフランチャイズ
契約を交わし，独立系ホテル運営受託企業とはマ
ネジメント契約を締結するならば，ホテルオー
ナーは，2 つの組織と個別に交渉を行わねばなら
ず，運営受託手数料とは別に，フランチャイズ・
フィーも支払うことになる．加えて，ホテルオー
ナーは，ブランドや運営委託先が制約されること
にも注目すべきである．前述の通り，委託先の独
立系ホテル運営受託会社は，ブランド・オペレー
ターから運営を認可されている必要があるため，
ホテルオーナーは希望通りのブランドや運営委託
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会社を選択できるとは限らない．
ホテルオーナーにとって，ブランド・オペレー
ターがすでに確立している知名度は魅力である．
さらに，ブランド・オペレーターは，一般に，ブ
ランドの価値が毀損されることの懸念から，強い
成功動機をもつと理解されてもいる．加えて，ブ
ランド・オペレーターが構築した予約システムや
会計システム，共同購買システムや従業員トレー
ニングの内容は概して完成度が高いと評価されて
いる．データーベースの構築が容易でない分野，
とくに，コンベンションやグループ・セールスな
どでは，圧倒的な強みを発揮できるという．これ
らの長い歴史の中で確立されたブランドやシステ
ム，ノウハウに対する信用は高く，ホテルオー
ナーはブランド・オペレーターに委託すれば，融
資を受けやすい．
ブランド・オペレーターへの運営委託は制約も
多い．それらの制約とは，まず，ブランド・オペ
レーターは条件の良いホテルの運営でなければ受
託しないということである．例えば，250 室以下
のホテルは採算が合わないと判断する．小規模の
ホテルであれば，歴史的建造物である場合や，立
地が非常に良いなど特別の価値が見い出せる場合
に限って運営を受託する．したがって，運営困難
なホテルほど，取り残される可能性が高い．
とくに，ブランド・オペレーターは財務的な問
題を抱えたホテルには関与したがらない．ホテル
の閉鎖や倒産は，ブランドの価値を著しく低下さ
せるからである．また，ブランド・オペレーター
は，長期にわたる契約を要求することが多く，ラ
グジュアリー・ホテルであれば 20 年以上という
契約期間も例外ではない．ブランド・オペレー
ターにとって，短期契約と早期の市場撤退はブラ
ンドの不安定さを示すことになり，そのため契約
期間を重視する．一方のホテルオーナーは，長期
契約によって拘束されることを望まない．この
点，独立系ホテル運営受託会社は，短期の契約を
提示することが多い．
契約期間の満了を待たずにホテルオーナーが契
約を解消できるマネジメント契約が増加する中，
この権限をホテルオーナーに認める代わりに何ら
かの譲歩を求めるブランド・オペレーターは多い
という．また，ブランド・オペレーターとの交渉
は煩雑で融通が利かない上に，交渉段階ごとに本
社幹部の承認を要するため，契約締結時だけでな
く，資本的支出なども手続きに手間と時間がかか
ると指摘される．これまで，ブランド・オペレー
ターの交渉力が強く，ホテルオーナーが契約にお
いて妥協しなくてはならないケースが多かった．
とくに，経験の浅いホテルオーナーはブランド・
オペレーターの言うがままに契約を締結すること
が少なくなかった．現在のマネジメント契約は情
報開示を義務づけているが，ブランド・オペレー
ターから十分な情報を得ることは，依然として難
しいという問題もある．
以上のデメリットから，ブランド・オペレー
ターではなく，敢えて独立系ホテル運営受託会社
を選択するホテルオーナーもいる．独立系ホテル
運営受託会社のメリットは，何より，マネジメン
ト契約の柔軟性である．短い契約期間や中途解約
表2　ホテルオーナーから見たブランド・オペレーターと独立系ホテル運営受託会社のメリット・デメリット
区　分 メリット デメリット
ブランド
オペレーター
・費用と手間の節約
・ブランドがもたらすイメージ
・融資の受けやすさ
・効率的システムの利用
・ブランドの得意分野
・ホテルの規模や立地，財務状況による制約
・長期契約による拘束
・交渉の煩雑さ
・融通が利かない
・情報入手が困難
独立系ホテル
運営受託会社
・柔軟な契約内容
・個別対応
・機動性
・ホテル再建の豊富な経験とノウハウ
・ブランドの不在
・システムの未整備
・財務的支援を受け難い
・手数料が割高になるケースもある
・ブランド選択の制約
資料：Rushmore （1990） より作成
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が可能であるなど，ホテルオーナーの希望に柔軟
に応えてくれることが頻繁にある．
ホテルオーナーがとくに力を入れたい分野に
限ってア・ラ・カルト式に運営を委託することも
可能である．「料飲部門に限って運営を委託した
い」あるいは「レベニューマネジメントのみ依頼
したい」など，特定の分野に力を入れたいホテル
オーナーの希望に柔軟に応えてくれるのも独立系
ホテル運営受託会社である．経営破綻したホテル
を再建させた経験が豊富な独立系ホテル運営受託
会社は，財務や法律の知識が深く，ホテルオー
ナーにとって頼りになる存在である．
デメリットとしては，ホテルオーナーにとって
資金調達が特別容易になることはないということ
である．歴史が浅く，ブランドをもたないこと，
予約等のシステムが十分整備されていないため，
信用が確立されているとはいえない．また，財務
基盤が脆弱な場合もあり，ホテルオーナーを財務
面でサポートできない点で魅力が劣る．開業前の
資金援助や所有者の借入保証をできない独立系ホ
テル運営受託会社は多い．また，ホテルオーナー
が希望通りのブランドと独立系ホテル運営受託会
社の組み合わせを実現できるかは，2 つの組織が
パートナー関係にあるかどうかに左右されること
は前述の通りである．
ところで，過去には独立系ホテル運営受託会社
が求める運営手数料が不当に高いという批判が
あった （Rushmore, 1990）．独立系ホテル運営受
託会社がシステムを整備し，ブランド・オペレー
ターに劣らないサービスを提供するようになった
現在，ホテルオーナーはブランド・オペレーター
に運営委託する必要があるか費用対効果を考慮し
て慎重に検討すべきであり，独立系ホテル運営受
託会社の選択も視野に入れるべきだと議論される
こともある（Braun, 2013）．ブランド・オペレー
ターが担っているホテル運営は，多くの場合，独
立系ホテル運営受託会社が代替できるものだとい
う考えが浸透しつつあると考えられる．
Ⅳ	 ホテル運営の標準化
独立系ホテル運営受託会社は，ブランド・オペ
レーターにパートナーとして運営を認可されない
限り，ブランドのホテルを運営することができな
いことは前述した．しかしながら，このパート
ナー関係は特定のブランドと構築されるものでは
ない．多くの場合，独立系ホテル運営受託会社は
複数のブランド・オペレーターとパートナー関係
にある．
例えば，インターステート社の場合，マリオッ
ト社，ヒルトン社，インターコンチネンタル社，
スターウッド社，ハイアット社など主要なブラン
ド・オペレーターすべてとパートナー関係にあ
り，ハンプトン・インやヒルトン・ガーデン・イ
ン（ともにヒルトン社の展開ブランド）の運営
受託と同時に，ホリデイ・イン（インターコン
チネンタル社の展開ブランド）やウェスティン
ホテル（スターウッド社の展開ブランド）の運
営も受託している．デスティネーション・ホテ
ルズ・アンド・リゾーツ社（Destination Hotels 
and Resorts）のように，チェーンに加盟してい
ない独立系ホテルの運営受託を取り扱う企業もあ
るが，大半の独立系ホテル運営受託会社は，複数
のブランド・オペレーターとのパートナー関係を
重視している．
独立系ホテル運営受託会社による運営受託の状
況を見る限り，ブランド間における運営手法の違
いがほとんど存在しないことが推察できる．すな
わち，どのブランドのホテルをどの独立系ホテル
運営受託会社が運営しても大差ない状況だと考え
られるのである．このような状況を見る限り，ブ
ランド・オペレーターがブランドや運営力におい
て差別化しようとしているかは疑問である．マ
ティラ（Mattila, 2006）は，ホテルのブランドと
顧客の間の精神的繋がり（emotional bond）の弱
さを指摘している．ブランド・オペレーターは
ロイヤルティ・プログラム（frequent-guest pro-
grams）等の提供を通してブランドごとに顧客を
囲い込み，様々なサービスを提供しているが，ブ
ランドが乱立する中では，顧客は特定のブランド
に対して愛着を抱いてはいないという．これまで
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市場に紹介されてきた新しいブランドは，その個
性によって顧客にアピールしているとは考え難
い．稲垣（1994）は，ステレオタイプのホテルイ
メージに基づく固定的ホテルフォーマットの限界
を指摘したが，現在に至ってもなお，ブランド・
オペレーターは個性による差別化を図らず，画一
的ホテルを大量生産しつづけていると考えられる
のである．
このことを裏付ける一例が，独立系ホテル運営
受託会社が行うホテル従業員の募集である．ホテ
ル総支配人の求人のみ，ブランドでの経験を問題
にしているが，それも「望ましい」か「理想を
言えば」という程度であり，必須条件ではない．
例えば，インターステート社がホリデイイン・
エクスプレス・アンド・スイーツ（Holiday Inn 
Express and Suites）の総支配人を募集する時，
「インターコンチネンタル社での経験があること
が望ましいが，他の主要なブランド経験でも構わ
ない“Candidates with IHG experience preferred 
however will consider other major brands.”」と
ある．アロフト（Aloft）の総支配人には「ス
ターウッド社での経験がある人材が理想である
“Our ideal candidates will have Starwood back-
ground”」としつつも，市場環境の理解や総支配
人の経験の有無を優先していることが窺える．
但し，独立系ホテル運営受託会社が運営できる
ホテルは無制限というわけではない．リッツ・
カールトンやフォーシーズンズホテルなど，一部
のラグジュアリー・ホテルの運営を独立系ホテル
運営受託会社が請け負うことは少ない．これらの
ホテルがフランチャイズ展開されることは珍し
く，ブランド・オペレーターが本社から人材を送
り込み，直接，運営指揮を執っている．コンベン
ション・ホテルや客室数が 600 室を超える大規模
ホテルもブランド・オペレーター自ら運営するこ
とが多い （Braun, 2013）．
上記を除けば，ホテル運営は独立系ホテル運営
受託会社に代替されているのが現状である．ブラ
ンド・オペレーターへの運営委託は現在もホテル
オーナーに人気があるが，ブランド・オペレー
ターが，その運営能力によって選ばれているかは
疑問である．むしろ，ブランド・オペレーターは
可能な限り条件に恵まれたホテルの運営を受託す
るため，運営力ということでいえば，独立系ホテ
ル運営受託会社がより優っていると考えるのが妥
当である．
1980 年代の独立系ホテル運営受託会社は，得
意分野に特化した企業が多く，とくに創業者の専
門分野を中心にホテルオーナーをサポートするこ
とが多かった （Rushmore, 1990）．現在の独立系
ホテル運営受託会社は，ホテルに関わるあらゆる
分野の専門家を揃え，ホテルオーナーにとっては
ワンストップでホテル全般のサポートをうけるこ
とができるものになっている．運営受託ホテル
も，低・中価格帯ホテルから高価格帯やラグジュ
アリー・ホテルへ，また，リミテッドやセレクト
サービスホテルからフルサービス・ホテルやコン
ファレンスホテルへと範囲を広げている．
ホテルの運営については，一部の限定的なラグ
ジュアリー・ホテルを除いて，ブランド・オペ
レーターが高い能力や優位性を発揮しているとは
考え難い．だれにどのブランドのホテルを委託し
ても同じといえるような標準化が進んでいると考
えられるのである．ホテル運営が独立系ホテル運
営受託会社によって十分代替されうるものである
ならば，ホテル運営とは高度な熟練と周到な監督
を必要とするものではなく，比較的短期に習得で
きるものである可能性が高い．独立系ホテル運営
受託会社が関与することが珍しいフォーシーズン
ズホテルやリッツカールトンホテルなどの事例に
関しては，容易に習得できないサービスの熟練が
あるのか，それとも組織戦略の 1つであるのか明
らかではない．この課題については，さらなる検
討が必要である．
Ⅴ	 ホテル運営形態の再考
ホテルの運営形態には，フランチャイズの他
にホテルマネジメント契約や各種業務提携があ
り，その多様性が注目されてきた（Contractor & 
Kundu, 1998）．とくに，ホテルマネジメント契
約は他産業には見られない特異な運営形態である
（田尾，2015）．
日本でも，ホテルの主要な運営形態として，所
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有直営方式，リース（賃借）方式，マネジメント
契約（運営受委託契約）方式，フランチャイズ
（FC）契約方式，運営指導契約方式，その他業務
提携，リファーラル協定やコンソーシアム加盟な
どのホテル共同体組織が紹介されている（仲谷
他，2010；土井，2009）．マッケニー（McKenney, 
2014）は，独立系ホテル運営受託会社によるマ
ネジメント契約を加えて運営形態を 5 分類して
いる．
標準的なマネジメント契約のモデルとして紹介
されるのは，ホテルオーナーがブランド・オペ
レーターとフランチャイズ契約を締結し，チェー
ンのメンバーとなると同時に運営も委託するケー
スである．しかしながら，独立系ホテル運営受託
会社が運営受託しているホテルも相当数あること
を考えると，この標準モデルでホテル運営形態を
説明するだけでは十分といえない．
独立系ホテル運営受託会社が運営責任を担うマ
ネジメント契約には 2種類ある．ブランド・オペ
レーターのフランチャイズホテルを運営受託する
ケースと，チェーンに加盟していない独立系ホテ
ルを運営受託するケースである．仮に，ここでは
前者をフランチャイズとマネジメント契約を併用
する複合型，後者を個別型と呼ぶことにしたい
（表 3）．
Ⅵ	 おわりに
独立系ホテル運営受託会社は，ブランド・オ
ペレーターが受託しないホテルの運営を引き受
け，ある特定の地域に限定して活動していること
が多い．目立たない存在ではあるが，独立系ホテ
ル運営受託会社が受け皿として機能した重層性が
あったからこそ，ブランド・オペレーターのフラ
ンチャイズ展開と規模の拡大が可能であったとい
える．
エンズ（Enz, 2010）は，ブランド・オペレー
ターの競争力は，予約システム，広告宣伝活動，
ホテル開発，ホテルオーナーとの関係構築，そし
てホテルオペレーションにあると指摘する．これ
らの競争力は，独立系ホテル運営受託会社が獲得
しつつあるものである．現在，独立系ホテル運営
受託会社は，豊富な資金を有するホテル不動産投
資信託やプライベート・エクイティ・ファンドと
パートナー関係を構築し，ホテル開発を進めるこ
とも多い．ホテルオーナーのニーズに応える中
で，独立系ホテル運営受託会社はブランド・オペ
レーターの担ってきた機能の多くを代替するよう
になっている．
ホテルオーナーは経験を積み，契約交渉でも妥
協しなくなっている．ホテルに合ったオペレー
表 3　独立系ホテル運営受託会社が運営責任を担うホテルマネジメント契約
運営形態 運営形態の内容
所有
（土地・建物・その他）
運営責任
ブランド
（商標・ノウハウ）
所有直営
ブランド・オペレーター
による所有直営
ブランド・　　
　オペレーター
ブランド・　　
　オペレーター
ブランド・　　
　オペレーター
ホテルオーナーに
よる所有直営
（独立ホテル）
ホテルオーナー ホテルオーナー ホテルオーナー
マネジメント
契約
標準型運営受委託 ホテルオーナー
ブランド・　　
　オペレーター
ブランド・　　
　オペレーター
個別型運営受委託 ホテルオーナー
独立系ホテル運営
受託会社
―
複合型運営受委託
（マネジメント契約と
フランチャイズの併用）
ホテルオーナー
独立系ホテル運営
受託会社
ブランド・　　
　オペレーター
フランチャイズ
ブランド・オペレーター
のチェーンホテル
ホテルオーナー ホテルオーナー
ブランド・　　
　オペレーター
（筆者作成）
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ターを選択することを優先し，ブランド・オペ
レーターにこだわらず，より使い勝手の良い柔軟
な契約を求めるに違いない．独立系ホテル運営受
託会社の活躍の余地は十分にあると考えるので
ある．
注
 1） 本稿では，ホテルチェーンとブランド・オペレーター
を同義で使用し，「ブランド・オペレーター」という
用語を採用した．先行研究では，2 つの呼び方が混在
している．また，ブランドという用語も本稿では厳密
に用いてはいない．先行研究に倣い，「コートヤード
（Courtyard by Marriott）」「アロフト（Aloft）」などの
ホテル名，あるいは，商標を指してブランドと呼ぶこ
とにした．
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